

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































社会救済に関する指令（SCAPIN）を出していた。早い時期のものは 1945 年 9 月
の SCAPIN 53（民生転換可能な軍用物資を内務省に引渡し）などで，軍人優先の
官民一体を解体する意図があり，決定的なのは 1946 年 2 月の SCAPIN 775（救済
福祉計画の再検討指示。国家責任，無差別平等，公私分離）で，国家は国家責任に
おいて国民への福祉を優先し，この点において民間（私的機関）に“滅私奉公”を
強いるな，などの指令である。GHQ からの民主主義の確立，いわば“上からの民
主化”という“親心”が働いていた。これはあくまでも“国体護持”に固執するよ
（21）拙著『靖国神社「解放」論−本当の追悼とはなにか？』光文社，2006 年
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うな，当時の旧態依然たる日本政府への GHQ からのけん制である。今日の状況と
は，むしろ正反対の歴史的事情があった，そのことを理解すべきである。
　したがって，GHQ からの“公私分離”の強い主張は，当時の民間委託を許容す
るならば，戦時下イデオロギーの「お国のための犠牲をいとわない」「官民一体」
の再来の危険を抑止したという時代状況がある。
　日本国憲法公布の当時の第 89 条後段には，このような歴史的文脈がある。戦後
すぐの①国家実施責任　②公私分離政策　③「公の支配」に属さない民間社会福祉
事業への公金支出禁止，といった GHQ 的発想が，半世紀たった今日，まったく異
なる歴史的状況にどう再解釈されていくのか，これが一連の「福祉の基礎構造改革」
の中で問われていることなのである。
　実際，この 89 条後段の条文があるために，戦後の日本の福祉事業は民間で行う
場合でも，「財源」として税金を使う限り，ほとんどが社会福祉法人という「公の
支配に属して」行政的監督を受ける組織で実践されてきた。しかも行政監督を規定
する法律はすべて「公法」「行政法」になるから，あらゆる面で行政（＝お上）の
措置的側面を強めてしまった。
　戦後日本の福祉における「措置制度」とはこういう経緯を持っている。しかし
ながら，1990 年以降の基礎構造改革の流れの中で「契約制度」に移行しつつある。
これは「新しい公共」の出現と並行していて，日本語の「公」が英語の public の
意味で，つまり「公共」の意味で憲法解釈として変遷しているということである（実
際に日本国憲法の英訳では最初から公＝ pubic と訳されてきた）。いやそうでない
と今後の福祉改革や地域主権，地域福祉はまったく進まないのである（22）。
　憲法 89 条の「public（公共の）支配」とは「お上＝国家の支配」ではなく市民
の支配すなわち市民主権，地域主権，領域主権の支配のことである。そしてこれら
部分的主権の委託者は，創造者にして唯一の絶対的主権者なる神である。
　モラル市民社会の形成にキリスト者の参与が望まれる。
（22）拙著『公共福祉という試み』中央法規出版，2010 年
